
（様式１）
大郷町 総括表

平成27年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

大郷町東日本大震災
復興交付金基金残高

大郷町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

大郷町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

6,377 43 64,833

執行
年度
23
24
25
26
27

合　計

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0

0 0合　計

＜参考＞
宮城県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
大郷町

0
71,167

0
0
0

交付額
(国費)

51,249
2,009

0
17,909

復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　

0 0
0 0

1,553

49,432

契約済額
（国費相当額）

0
21,087
26,792

＜参考＞



平成27年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23

24 17,237 21,087 -

25 51,249 26,571 5,427

造成工事（25年5月変更契約・25年7月完了）
建築設計（25年5月完了）
建設工事監理業務（25年10月発注・26年3月完了）
住宅建設工事
（25年9月発注・26年2月変更契約・26年3月完了）【3戸】
進入路工事（26年1月発注・26年3月変更契約・26年3月完了）

26
27

累計 68,486 47,658 5,427
23
24 672 0 －
25 221 451 25年5月造成工事の変更契約として発注、25年7月完了
26
27

累計 672 221 451
23
24
25
26 1,907 1,494 413
27

累計 1,907 1,494 ー
23
24
25
26 102 59 43
27

累計 102 59 ー
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 17,909 21,087 0

5 25 51,249 26,792 5,878
6 26 2,009 1,553 456

27 0 0 0
7 71,167 49,432 6,334

71,167 49,432 6,334

「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

（様式２D）

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

継続 1,360 26 ～
東日本大震災
特別家賃低減
事業

中村地区 町 町 直接4 D － 6 － 1 －

直接 継続 21,800 26 ～－

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

中村地区 町 町

平成25年度へ未契約繰越

3 D － 5 － 1

町 直接 完了 840 24 ～1 － 1
災害公営住宅
関連整備事業

中村地区 町

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

1 D － 4 ～ 25

24年7月、用地測量設計発注 24年10月、完了
25年1月、造成工事,建築設計及び25年度付帯工事を発注

2 ◆ D － 4 －

町 町 直接 完了 82,185 24－ 1 －
災害公営住宅
整備事業

中村地区

24

復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　大郷町

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「契約済額」欄には、
市街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相
当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いませ
ん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。


